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⚫ 2025年1月に長期脱炭素電源オークションの第2回入札が開催され、その監視結果が4月28日に電力・
ガス取引監視等委員会から公表され、約定結果が同日に電力広域的運営推進機関から公表された。

⚫ 本日は、約定結果を御報告するとともに、第３回入札に向けて、以下の論点について御議論いただき
たい。
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本日御議論いただきたい事項

項目 論点

募集量
① 第3回入札の脱炭素電源の募集量
② 第3回入札の募集上限
③ 第3回入札のLNG専焼火力の募集量

揚水・蓄電池・LDES
① 具備すべき調整機能の修正
② 蓄電池の事業規律の強化
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（参考）
第100回制度検討作業部会
（2025年2月26日）資料4



⚫ 脱炭素電源への新規投資を促進するべく、脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度（名称「長期脱
炭素電源オークション」）を、2023年度から開始。

⚫ 具体的には、脱炭素電源を対象に電源種混合の入札を実施し、落札電源には固定費水準の容量収入を原則
20年間得られることとすることで、巨額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する。
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（参考）長期脱炭素電源オークションの概要

〈制度のイメージ〉

固定費 可変費

固定費水準の容量収入
（入札価格 ⇒ 落札価格）

収益の約９割を還付

卸市場・非化石市場等からの収入

落札価格の容量収入を原則20年間得る

②収入の期間

入札

X＋α年X年

建設
運転開始

運転建設 廃止
時間

建設費用、
維持費等

収入

収入は市場動向に左右され
予見可能性が低い

①投資判断時に
収入の水準を
確定させたい

②投資判断時に
長期間の収入を確定させたい

金額

〈電源投資の課題〉

〈投資判断に必要な要素〉

広域機関
脱炭素電源への新規投資を対象とした入札を実施し

落札電源・落札価格を決定する

応札

〈落札電源の収入〉①収入の水準

（※）本制度での収入＝落札価格－還付する収益
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１．第2回入札の結果
２．第3回入札に向けた検討
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＜第2回入札の結果＞募集量と落札容量

2024年度
募集量

2024年度
募集量

224万kW

募集 224万kW

500万kW

落札 131.5万kW

5.29.5
蓄電池

(3～6時間)

96.1万kW

落札503万kW

蓄電池・揚水
607.9万kW応札量

応札量

不落札

電源種 応札 落札 不落札

既設火力の改修 アンモニア混焼 9.5万kW 9.5万kW －

蓄電池・揚水
(３～６時間)

蓄電池 514.0万kW 96.1万kW 417.9万kW

揚水 9.8万kW ー 9.8万kW

蓄電池・揚水
（6時間～）

蓄電池 181.6万kW 40.9万kW 140.7万kW

揚水 75.6万kW 36.1万kW 39.5万kW

既設原発の安全対策投資 434.8万kW 315.3万kW 119.5万kW

一般水力 5.2万kW 5.2万kW －

脱炭素電源の合計 1230.4万kW 503.0万kW 727.4万kW

LNG 131.5万kW 131.5万kW －

合計 1361.9万kW 634.5万kW 727.4万kW

脱炭素
電源

ＬＮＧ
火力

蓄電池・揚水
(3～6時間)

募集上限
75万kW

既設火力の改修
募集上限
100万kW

既設原発の安全対策投資
募集上限：200万kW

蓄電池・揚水
(6時間～)

募集上限
75万kW

既設原発の安全対策投資
315.3万kW

蓄電池・揚水
(6時間～)

76.9万kW

既設原発
119.5
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（参考）初回入札の募集量と落札容量

2023～2025
の3年間の

合計募集量

2023年度
募集量

既設火力の改修
募集上限
100万kW

蓄電池・揚水
募集上限
100万kW

全体の1/4 全体の1/4

600万kW400万kW

落札 575.6万kW

その他の新設・リプレース
151.5万kW

既設火力改修
82.6万kW

蓄電池・揚水
166.9万kW

落札401万kW

蓄電池・揚水
372.8万kW

応札量

応札量

新設・リプ
レース

6.8万kW

不落札

電源種 応札 落札 不落札

既設火力の改修
水素混焼 5.5万kW 5.5万kW －

アンモニア混焼 77.0万kW 77.0万kW －

蓄電池 455.9万kW 109.2万kW 346.7万kW

揚水 83.8万kW 57.7万kW 26.1万kW

原子力 131.6万kW 131.6万kW －

水素10％混焼LNG 6.8万kW － 6.8万kW

バイオマス専焼 19.9万kW 19.9万kW －

脱炭素電源の合計 780.5万kW 401.0万kW 379.6万kW

LNG 575.6万kW 575.6万kW －

合計 1,356.2万kW 976.6万kW 379.6万kW

脱炭素
電源

ＬＮＧ
火力
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約定総容量
（万kW）

約定総額
（億円/年）

還付※控除後の約定総額
（億円/年）

脱炭素電源
（募集量500万kW）

503.0 3,464
過去3年平均 945

（過去5年の各年度 △176～1,624）

LNG火力
（募集量224万kW）

131.5 456
過去3年平均 △52

（過去5年の各年度 △495～195）

約定総容量
（万kW）

約定総額
（億円/年）

還付※控除後の約定総額
（億円/年）

脱炭素電源
（募集量400万kW）

401.0 2,336
過去3年平均 706

（過去5年の各年度 △43～1,560）

LNG火力
(募集量600万kW)

575.6 1,766
過去3年平均△1,343

（過去5年の各年度 △3,163～1,062）

（参考）初回入札の約定総額

＜第2回入札の結果＞約定総額

※過去3～5年のスポット市場と非化石価値取引市場の価格を元に、還付額を試算したものであり、実際の還付額の
計算方法・還付額とは異なる。



9

（参考）還付額の試算方法

太陽光 地熱 陸上風力 洋上風力 一般水力 バイオマス 原子力 LNG 
水素

（10%以上）
アンモニア

（20％以上）
可変費

（円/kWh）
0 21.0 1.9 9.0 9.0 6.3

設備利用率
（％）

18.3 73.9 29.1 39.3 44.8 87.0 70.0 70.0 70.0 70.0

※可変費は、直近の発電コスト検証のデータ（2023年時点）における燃料費。

バイオマスは、発電コスト検証のバイオマス（木質専焼）の燃料費。

水素・アンモニアは、別途、価格差に着目した支援制度によりLNG・石炭との値差は補填されたものと仮定し、LNG・石炭の可変費を用いる。

※太陽光、地熱、陸上風力、洋上風力の設備利用率は、上限価格算定時の諸元と同じものを用いる。一般水力は直近の調達価格等算定委員会の調達価格等に関する
意見で示されている 5,000kW 以上 30,000kW 未満の中小水力発電の想定設備利用率を用いる。

その他の電源の設備利用率は、発電コスト検証と同じ値（2023年時点）。

※蓄電池・揚水は、発電コスト検証において、可変費・設備利用率が公表されていないため、還付額の試算は行わない。

・上記の計算で用いる可変費・設備利用率

第65回制度検討作業部会
（2022年5月25日）資料5

⚫還付控除後の総額を算定するにあたって必要な還付額は、2022年5月の本部会にてお示しした「他市場収益の設定イ
メージ」の計算方法により算出した他市場収益の金額に、還付割合90％を乗じることにより試算する。



（応札・落札容量）

⚫ 脱炭素電源の応札量は、募集量500万kWの約2.5倍の約1230万kWであり、そのうち、「蓄電池・揚水」の応札容
量は約780万kWと、募集上限150万kWの5倍超となった。

⚫ また、第2回入札から対象に追加された「既設原発の安全対策投資（募集上限200万kW）」は434.8万kWの応札
があり、3件315.3万kWが落札された。

⚫ 一方、募集上限100万kWの「既設火力の改修」は、応札・落札容量が1件9.5万kW（アンモニア）と、募集上限を
大幅に下回った。募集上限のない新設の脱炭素電源は、応札・落札容量が1件5.2万kW（一般水力）のみであった。

⚫ その結果、合計の約定量が募集量500万kWを下回ったため、あらかじめ定められたルールに基づき、応札量が募集上限
を大きく上回った「蓄電池・揚水（3～6時間）」は、募集上限（75万kW）を超える96.1万kWが落札された（全て
蓄電池）。

⚫ 足元の供給力不足を踏まえ、第1回に続き緊急に募集を行ったLNG火力については、 募集量224万kWに対して応札
量は131.5万kWとなり、全量落札となった。

（約定価格・総額）

⚫ 脱炭素電源の約定総額は3,464億円/年、LNG火力の約定総額は456億円/年であり、約定総量634.5万kWに対し、
約定総額は3,920億円/年となった。

⚫ また、一定の前提を置いた試算に基づく他市場収益の還付後の約定総額は、脱炭素電源約945億円/年、LNG火力
▲約52億円/年となった。

⚫ その結果、加重平均約定価格は、脱炭素電源は6.8万円/kW/年、LNG火力は3.4万円/kW/年となり、それぞれ上
限価格の約7割※あるいは約9割となった。
※ 脱炭素電源の上限価格は電源種毎に異なるため、上限価格の閾値である10万円/kW/年により試算
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＜第2回入札の結果＞応札状況や約定結果の特徴
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１．第2回入札の結果
２．第3回入札に向けた検討



＜募集量＞論点① 第3回入札の脱炭素電源の募集量
⚫ 第2回入札の脱炭素電源の募集量は、初回入札の応札容量が募集量を大幅に超えたことや、「既設原

発の安全対策投資」等を対象に追加したこと、今後10年間の電力需要の想定が大幅増になったこと
を踏まえ、500万kW（応札容量ベース）とした。

（出典）第94回制度検討作業部会（2024年6月28日）資料4-1
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＜募集量＞論点① 第3回入札の脱炭素電源の募集量

13
（出典）電力広域的運営推進機関 全国及び供給区域ごとの需要想定 （2025 年度） 2025 年１月 22 日

⚫ 第2回入札の応札容量は、募集量の約2.5倍となる1230万kWとなり、募集量を大幅に超えた。

⚫ また、 本年1月に広域機関が公表した今後10年間の電力需要の想定は、データセンターや半導体工場
の新増設等により、昨年公表の想定よりも需要が伸びていく想定となっている。

⚫ 一方で、第3回入札では、上限価格の閾値を20万円/kW/年に引き上げる等、国民負担にも影響しうる
制度変更も検討しているところ。

⚫ これらの点を踏まえ、第3回入札の募集量は、第2回入札と同様に500万kWとしてはどうか。



第94回制度検討作業部会
（2024年6月28日）資料4-1
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＜募集量＞論点② 第3回入札の募集上限

⚫ 第２回入札では、「既設火力の改修案件」と「蓄電池・揚水」と「既設原発の安全対策投資」は、下図
のとおり募集上限を設定した。



第102回制度検討作業部会
（2025年4月23日）資料4
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＜募集量＞論点② 第3回入札の募集上限

⚫ 第３回入札では、「既設火力の改修案件」の募集上限は撤廃し、「脱炭素火力（水素・アンモニア・
CCS）※」について募集上限を設定することとしている。 ※新設・リプレース・既設改修の全て。バイオマスは含まない。



上限価格
（単位：万円/kW/年）

第1回
(国内固定費のみ)

第2回
（国内固定費＋上流固定費）

第3回
（国内固定費＋燃料費価格差・設備利用率40%）

新設

水素10%以上混焼 4.8 10 13.4

水素専焼 ー ー 79.5

アンモニア専焼 ー ー 30.3

既設改修

水素10%以上混焼 10 10 76.2

アンモニア
20%以上混焼 7.4 10 37.8

20％CCS（LNG） ー ー 13.7

20％CCS（石炭） ー ー 34.3

募集上限
既設火力の改修

100万kW
既設火力の改修

100万kW
脱炭素火力の新設・リプレース・既設改修

50万kW
16

＜募集量＞論点② 第3回入札の募集上限

平均40万円/kW/年約2倍

閾
値
20
万
円

⚫ 「脱炭素火力」は、第3回入札では、閾値20万円/kW/年に関わらず、上限価格を引き上げることとし
ており、脱炭素火力の上限価格の平均は40万円（閾値20万円/kW/年の約２倍）としている。

⚫ こうした中で、需要家負担にも配慮し、脱炭素火力の募集上限は50万kW※（第2回入札の既設火力の
募集上限100万kWの半分。応札容量ベース。）としてはどうか。
※新設案件は、脱炭素部分のkWでカウント。落札電源の総容量が脱炭素電源の募集量に達しない場合も、脱炭素火力は募集上限まで。

⚫ また、こうした募集上限を設ける中で、できるだけ政策的意義及び実現可能性の高い案件間での競争を
担保するため、燃料サプライチェーン※やCO2輸送貯留に係る事前審査を行うこととしてはどうか。

 ※水素・アンモニアの案件については、別の審議会で事前審査の要件を検討し、事業者がその要件に対応した上流案件を形成するた
めの準備期間を設けるため、第4回入札から事前審査を行うこととしてはどうか。

1/2倍
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＜募集量＞論点② 第3回入札の募集上限
＜蓄電池・揚水・LDES＞

⚫ 初回・第2回ともに、募集上限を上回る落札容量となった（初回：募集上限100万kW⇒落札容量166.9
万kW。第2回：募集上限150万kW⇒落札容量173.1万kW）ことを踏まえ、第3回では募集上限を80万
kWに減少させることとしてはどうか。

⚫ なお、蓄電池の運転継続時間３時間以上6時間未満の案件は、本制度の適用を受けずに導入されている
案件も一定数あることや、再エネ導入拡大や出力抑制拡大に伴い長時間の運転継続ができる案件の導入
を促進する必要性が高まっていることを踏まえ、運転継続時間が6時間以上の案件に限定して募集する
こととしてはどうか。

⚫ また、６時間以上の案件については、以下の点を考慮し、「揚水のリプレース案件とリチウムイオン蓄
電池の案件」の募集上限と「揚水の新設案件とリチウムイオン蓄電池以外の蓄電池とLDESの案件」の
募集上限を別々に設定することとし、それぞれ40万kWとしてはどうか。

➢ 初回・第2回では、揚水のリプレース案件と蓄電池の案件（リチウムイオン蓄電池が大宗を占めるも
のと考えられる）が落札したが、エネルギーセキュリティ等の観点から、特定技術に過度に依存す
るのは望ましくない。

➢ 揚水やLDESの寿命は、リチウムイオン蓄電池に比べて長いものが多く（次頁参照）、一度建設され
れば、長期間にわたって供給力が提供されることが期待される。

➢ 特に、揚水の新設案件は、慣性力やブラックスタート機能等の多機能を有するメリットを有するが、
揚水のリプレース案件や蓄電池の案件よりも建設費の金額規模が大きく、上限価格も差別化して高
く設定※している。
※第2回の上限価格：揚水（新設）10万円、揚水（リプレース）・蓄電池5.6万円～9.3万円
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（参考）揚水のリプレースの定義
第70回制度検討作業部会

（2022年10月3日）資料5
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（出典）第2回 将来の電力需給に関する在り方勉強会（2023年6月13日）資料４

（参考）LDESの寿命、揚水と蓄電池の比較

（出典）定置用蓄電システム普及拡大検討会とりまとめ（2025年3月7日）
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＜募集量＞論点② 第3回入札の募集上限

第3回入札の脱炭素電源の募集量：500万kW

脱炭素火力
募集上限
50万kW

既設原発の安全対策投資
募集上限
150万kW

蓄電池・揚水・LDES
募集上限
80万kW※

※揚水（リプレース）・リチウムイオン蓄電池の募集上限40万kW
揚水（新設）・リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池・LDESの募集上限40万kW
いずれも、6時間以上の案件に限る。

（注）
・募集量・募集上限を跨ぐ案件の扱いは、LNG専焼火力も含めて、初回と同様（募集量を跨ぐ案件は10倍ルール。募集上限は制約なし。）
・落札電源の総容量が脱炭素電源の募集量に達しない場合の扱いは、以下のとおり。

脱炭素火力は募集上限（跨ぐ案件を含む）まで。
蓄電池・揚水・LDESは、第2回と同様に、募集上限を超えて落札するのは最大でもそれぞれの募集上限の２倍まで（跨ぐ案件を含む）。
既設原発の安全対策投資は、第2回と同様 に、募集上限を超えて落札する。

・脱炭素火力の新設案件は、脱炭素部分のkWでカウント。

＜既設原発の安全対策投資＞

⚫ 第2回では落札容量が315万kWとなり、募集上限200万kWを大きく上回ったことを踏まえ、第3回で
は募集上限を150万kWに減少させることとしてはどうか。
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＜募集量＞論点③ 第3回入札のLNG専焼火力の募集量
⚫ LNG専焼火力の募集量については、2023－2025年度の3年間で600万kWとしていたが、初回オークションで募

集量の大半が落札されたことや、電力需要が増加傾向となる見通しが示されたことを踏まえ、400万kWを追加募集
することとしていた。

⚫ 具体的には、応札案件間の価格競争を促す観点から、2024・2025年度のオークションで200万kWずつ、合計
400万kWを追加募集することとしていたところ。25年度オークションにおけるLNG専焼火力の募集量については、
昨年の本部会における整理の通り、200万kWと設定してはどうか。

⚫ 加えて、24年度オークションでは、追加募集分200万kWに初回の残余分約24万kWを加えた、約224万kWを募集
することとしていた。24年度オークションでも、約93万kWの残余が生じたところ、この残余分についても、25年
度オークションであわせて募集してはどうか（合計募集量約293万kW）。

⚫ なお、 LNG火力については、第7次エネルギー基本計画において、電源の脱炭素化に向けたトランジションの手段
として活用する必要があるとされており、需給バランスの将来動向も見ながら、将来的な脱炭素化を前提とした新
設・リプレースを一層促進することとされている。

⚫ 今後の電力需要は、本年１月に電力広域的運営推進機関が公表した需要想定によると、2033年度の最大需要電力が、
昨年と比較して約300万kW上振れているなど、増加傾向が継続。供給力については、脱炭素電源やLNG火力の運
転開始も見込まれる一方、老朽火力の休廃止は更に進展すると想定される。

⚫ こうした状況を鑑みると、電力需給は予断を許さない状況が継続すると考えられるため、安定供給に必要な供給力
を確保する観点から、26年度オークション以降におけるLNG専焼火力の追加募集についても検討が必要ではないか。

⚫ 具体的な募集容量は、上記の最大需要電力の増加に対応する追加供給力の確保を念頭に、非化石電源の導入拡大を
前提としつつ、更に安定供給に万全を期す観点から、200～300万kW/年程度の追加募集を基本としつつ、電力需
要想定や、脱炭素電源の導入状況など、25年度オークション後の最新状況を見極めつつ判断することとしてはどう
か。



⚫ 本制度に参加する揚水・蓄電池は、調整力として活躍することが期待される電源として、調整機能の具
備を求めている。

⚫ 具体的な調整機能のスペックについては、グリッドコードとして規定することが重要であるが、第２回
入札まではグリッドコードでの要件化が未了であったことから、暫定的な対応として、火力のグリッド
コードで求められている調整機能を参照する形で定められている。
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＜揚水・蓄電池・LDES＞論点① 具備すべき調整機能の変更

第77回制度検討作業部会
（2023年4月5日）資料3-1



⚫ その後、第16回グリッドコード検討会にて、揚水のグリッドコード要件化について整理され、2025年
4月に系統連系技術要件が改定され、調整機能についても規定されている。
※揚水の周波数調整機能については、2025年4月改定以降に接続検討や契約申込する発電設備から適用され、改定以前のものには適
用されない。

⚫ これにより、第３回以降の本制度における揚水の調整機能については、火力のグリッドコードを参照す
る形から、揚水のグリッドコードを満たすものに変更してはどうか。
※系統連系技術要件改定前に契約申込済みの電源は、火力の要件を参照した調整機能での応札を認める。

⚫ また、蓄電池については、グリッドコードの検討中であるが、本制度においては揚水とできる限り同じ
条件で競争すると整理していることから、揚水のグリッドコードを参照することとしてはどうか。

⚫ LDES（揚水・蓄電池を除く。）については、さまざまな方式がある中で、設備が火力に類似する発電
方式があることも踏まえ、 一旦は火力のグリッドコードを参照することとしてはどうか。

⚫ なお、制御回線に関しては、LDESも揚水・蓄電池と同様に、原則専用線の設置を求めることとしては
どうか。
※100MW未満のうち、光ケーブル回線で施工できない設備については、簡易指令システムも認め、この場合、LFC機能は必須とし
ない。
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＜揚水・蓄電池・LDES＞論点① 具備すべき調整機能の変更
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（参考）揚水のグリッドコードにおける調整機能

第16回 グリッドコード検討会
（2024年3月22日）資料4
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＜蓄電池＞論点② 事業規律の強化

（サイバーセキュリティの強化）

⚫ 本制度を通じて蓄電池の導入が急速に進みつつある中で、サイバーセキュリティの観点での懸念が高ま
りつつある。このため、一層のサイバーセキュリティの確保を図るため、情報処理推進機構（IPA）の
運用するJC-STARラベリング制度（次頁参照）の★１の取得を新たな要件とすることとしてはどうか。
※太陽光・風力発電設備を構成するPCSに対しても同じ要件を課す。

（セルの供給源の多角化）

⚫ リチウムイオン蓄電池の安定供給確保のため、サプライチェーンの途絶リスクの高いセル（日本国外で製造され
たセル）を搭載したリチウムイオン蓄電池に対して、セル製造国の１国当たりの募集上限（kWベース
で30%未満※）を設けることとしてはどうか。

※30％を跨ぐ案件は不落札とする。落札後に、審査に合格した場合は導入する蓄電池を変更することは可能だが、セルの製造国を変更することは不可。

（実現可能性の確保）

⚫ 本制度の第1回・第2回において、多くのリチウムイオン蓄電池の案件が落札したが、蓄電池の価格が
数年後に下がることに期待して、現時点では実現困難なレベルの金額で応札し、将来、蓄電池の価格が
下がらなければ、ペナルティを支払って市場退出するつもりの案件が横行しているのではないか、との
指摘がある。

⚫ このため、蓄電池の応札規律に関しては、応札後の計画断念が頻繁に起きていないか、今後も引き続き
確認し、市場退出ペナルティの引き上げや保証金の設定等について、必要に応じて検討していくことと
してはどうか。
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（参考）IoTセキュリティ適合性評価制度（JC-STAR）の概要

⚫ IoT製品の脆弱性を狙ったサイバー脅威が高まっていることを踏まえ、IPAを運用主体とし、IoT製品
のセキュリティレベルを見える化するラベリング制度（JC-STAR）を導入。 

⚫ 2025年3月25日、 IoT製品に共通した最低限の脅威に対応するための基準（★1）に対する申請受付
を開始。

制度の概要（イメージ）

適合基準
★３

適合基準
★３

★２
適合基準
★２

適合基準
★２

適合基準
★２

★１

★３

★４

統一的な最低限の適合基準（★１）

適合基準
★４

第三者
認証

自己適合
宣言

適合基準

高度

低度

・・・

・・・

・・・

通信機器 ネットワーク
カメラ

スマート家電 ・・・

対象製品の概要

ルーター、ネット
ワークカメラ等

ハブ・スイッチ、スマー
ト家電、OA製品、

PLC、DCS等

インターネットに
接続可能な製

品 産業用制御機器、
センサ、コントロー

ラ等

ネットワークに接続可能な製品
（IPを使用）

インターネッ
ト

インターネット
プロトコル（IP）
を使用する通信

【凡例】

2025年3月25日に開始
※ 国内外の一部の既存制度と同様に、利用者がソフトウェア製品等により容易に

セキュリティ対策を追加することができる汎用的なIT製品（パソコン、タブ
レット端末、スマートフォン等）は対象外とする。

技術要件の
評価方式

制度名称・ロゴ・ラベル

セキュリティ要件適合評価
及びラベリング制度

JC-STAR
(Labeling Scheme based on 

Japan Cyber-Security Technical 
Assessment Requirements)
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